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提出書類一覧表及び記入要領

１　提出書類

(1) 提出書類の一覧

	書類
	様式
番号
	書式
ｻｲｽﾞ
	提出
部数
	ﾌｧｲﾙ
形式
	枚数
	確認欄

	＜入札説明会に関する提出書類＞
	
	
	
	
	
	

	Ⅰ　入札説明会参加申込書等
	
	
	
	
	
	

	□ 入札説明会参加申込書
	様式1
	A4
	
	Word
	1枚
	□

	□ 入札説明書等に関する質問書
	様式2
	A4
	
	Excel
	1枚
	□

	＜第一次審査：資格審査に関する提出書類＞
	
	
	
	
	
	

	Ⅱ　一般競争入札参加資格確認申請書等
	
	
	
	
	
	

	□ 参加表明書
	様式3
	A4
	1部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 委任状
	様式4
	A4
	1部
	Word
	1枚
	□

	□ 入札参加資格に関する提出書類（表紙）
	様式5
	A4
	2部
	Word
	1枚
	□

	□ 一般競争入札参加資格確認申請書　兼　誓約書
	様式6
	A4
	2部
	Word
	1枚
	□

	□ 添付書類一覧
	様式6
別添
	A4
	2部
	Word
	1枚
	□

	□ 入札参加者の代表企業，構成企業一覧表
	様式7
	A4
	2部
	Word
	適宜
	□

	□ 設計業務実績調書（音楽ホール等）
	様式8
	A4
	2部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 設計業務実績調書（学校）
	様式9
	A4
	2部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 建設業務実績調書
	様式10
	A4
	2部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 維持管理業務実績調書
	様式11
	A4
	2部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 設計資格者配置予定調書
	様式12
	A4
	2部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 建築工事に係る監理技術者配置予定調書
	様式13
	A4
	2部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 維持管理技術者配置予定調書
	様式14
	A4
	2部
	Word
	原則1枚
	□

	Ⅲ　その他
	
	
	
	
	
	

	□ 入札参加資格がないと認めた理由の説明要求書
	様式15
	A4
	1部
	Word
	1枚
	□

	＜第二次審査：入札に関する提出書類＞
	
	
	
	
	
	

	Ⅰ．入札書等
	
	
	
	
	
	

	□ 入札提出書類提出届
	様式16
	A4
	1部
	Word
	1枚
	□

	□ 入札書
	様式17
	A4
	1部
	Word
	1枚
	□

	□ 入札（契約予定）金額内訳書
	様式18
	A4
	1部
	Word
	原則1枚
	□

	□ 要求水準に関する誓約書
	様式19
	A4
	1部
	Word
	1枚
	□

	Ⅱ．入札辞退に係る様式
	
	
	
	
	
	

	□ 入札辞退書
	様式20
	A4
	適宜
	Word
	1枚
	□

	Ⅲ．提案書
	
	
	
	
	
	

	□ 入札提案書（表紙）
	様式21
	A4
	26部
	Word
	1枚
	□

	(1) 事業計画に関する提案書
	
	
	
	
	
	

	□ 事業理念及び基本的な考え方
	様式22
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 業務実施体制
	様式23
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ リスク対応の確実性
	様式24
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 事業収支計画及び資金計画の妥当性
	様式25
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 事業計画及びスケジュールの確実性
	様式26
	A4
	26部
	Word
	2枚以内
	□

	(2) 施設整備に関する提案書
	
	
	
	
	
	

	□ 機能性(快適性)への配慮
	様式27
	A4
	26部
	Word
	8枚以内
	□

	□ 周辺環境への配慮
	様式28
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 景観形成への配慮
	様式29
	A4
	26部
	Word
	4枚以内
	□

	□ 安全・安心への配慮
	様式30
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 施設関係者への配慮
	様式31
	A4
	26部
	Word
	2枚以内
	□

	□ 室内環境への配慮
	様式32
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 地球環境への配慮
	様式33
	A4
	26部
	Word
	2枚以内
	□

	(3) 施設維持管理に関する計画書
	
	
	
	
	
	

	□ 機能及び性能等の確保への配慮
	様式34
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 安心，安全及び快適な利用への配慮
	様式35
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 防災性能，防火及び防犯への配慮
	様式36
	A4
	26部
	Word
	2枚以内
	□

	□ 省資源化及び省エネルギー化への配慮
	様式37
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	Ⅳ．提案書附属書類
	　
	
	
	
	
	

	□ 入札提案書附属資料（表紙）
	様式38
	A4
	26部
	Word
	1枚
	

	(1) 事業計画書関連
	
	
	
	
	
	□

	□ 事業計画説明書　事業実施体制(1)
　 　　　　　　　　事業スキーム図
	様式39
	A4
	26部
	Word
	1枚
	□

	□ 事業計画説明書　事業実施体制(2)
　 　　　　　　　　代表起業・構成企業役割分担表
	様式40
	A4
	26部
	Word
	適宜
	□

	□ 事業計画説明書　事業実施体制(3)
　 　　　　　　　　PFI事業者設立計画書
	様式41
	A4
	26部
	Word
	1枚
	□

	□ 資金調達計画表
	様式42
	A3
	26部
	Word
	適宜
	□

	□ 長期収支計画表
	様式43
	A3
	26部
	Excel
	原則1枚
	□

	□ キャッシュフロー計画表
	様式44
	A3
	26部
	Excel
	原則1枚
	□

	□ サービス対価の支払い予定表
	様式45
	A3
	26部
	Excel
	原則1枚
	□

	(2) 設計計画書
	
	
	
	
	
	

	□ 設計の実施方針
	様式46
	A4
	26部
	Word
	2枚以内
	□

	□ 設計概要／一般事項・構造概要
	様式47
	A4
	26部
	Word
	適宜
	□

	□ 電気設備概要
	様式48
	A3
	26部
	Excel
	原則1枚
	□

	□ 機械設備概要
	様式49
	A3
	26部
	Excel
	原則1枚
	□

	□ 面積表
	様式50
	A3
	26部
	Excel
	適宜
	□

	□ 外部仕上表
	様式51
	A3
	26部
	Word
	適宜
	□

	□ 内部仕上表
	様式52
	A3
	26部
	Excel
	適宜
	□

	□ 配置図
	図面
	A1･A3
	26部
	Pdf
	適宜
	□

	□ 平面図，屋根伏図
	図面
	A1･A3
	26部
	Pdf
	原則1枚
	□

	□ 立面図
	図面
	A1･A3
	26部
	Pdf
	適宜
	□

	□ 断面図
	図面
	A1･A3
	26部
	Pdf
	適宜
	□

	□ 外観透視図（5枚，内全体鳥瞰図２枚）
	図面
	A1･A3
	26部
	Pdf
	5枚
	□

	□ 内観透視図（音楽ホール内観１枚）
	図面
	A1･A3
	26部
	Pdf
	1枚
	□

	□ 設備系統図（電気，機械設備各系統）
	図面
	A3
	26部
	Pdf
	適宜
	□

	(3) 工事計画書 
	
	
	
	
	
	

	□ 工事の実施方針
	様式53
	A4
	26部
	Word
	3枚以内
	□

	□ 工事に関する提案書
	様式54
	A4
	26部
	Word
	2枚以内
	□

	□ 工事工程表
	様式55
	A3
	26部
	Excel
	原則1枚
	□


※チェックシートとしても御利用ください。

(2) 入札提案書類及び提出図面の体裁について

	入札提案書類

の正副の別
	部数
	体裁等
	備考

	正本
	1部
	提案書＋A1図面
	図面は，A4サイズに折込み，左綴じで，提案書とは別綴として提出すること。

	副本
	25部
	提案書＋A3図面
	提案書，A3図面を別綴じとして提出すること。図面は，提案受付番号を付し，1枚ごとに取り外せるようにしておくこと。


※入札日には，入札書と正本1部を提出することとし，副本については，入札説明書に記載する提出要領に基づき提出すること。

２　一般事項

(1) 入札提案書提出に当たっての一般的事項

ア　一般競争入札参加資格確認申請書等の作成に当たっては，入札説明書「第2　3　入札参加資格に関する事項」，本書及び添付の様式等に記載された指示に従って記入し，提出すること。

イ　提案書類の作成に用いる言語は日本語，通貨は日本円，時刻は日本標準時とすること。

ウ　数字はアラビア字体を使用すること。
エ　添付書類については，指定のもの以外は提出しないこと。
オ　入札提案書類提出時には，各入札提案書類の指定部数に加え，様式21から様式55に関する全てのデータ（文章，計算式及び関数を含む）をCD-Rに保存のうえ2部提出すること。

３　提出書類及び記入要領

(1) 入札提案書記入に当たっての一般的事項

ア　提出書類は，入札説明書，各様式及び本記入要領に従って記入若しくは作成し，提出すること。

イ　提案書類の記入に当たっては，明確・具体的に記述すること。

ウ 各様式の使用ソフトは，提案書類一覧に記載のファイル形式に従って，Microsoft Word，Microsoft Excel（Windows対応）で作成すること。図面類に関しては,作成ソフトは自由とするが，Adobe Acrobat（ｐｄｆ形式）で提出すること。

エ　図面を除き，提出書類で使用する文字の大きさは，10.5ポイント以上とすること。

オ　図表等は適宜使用しても構わないが，規定のページ枚数に含めること。

なお，図表内の文字の大きさは，10.5ポイント未満でも構わないものとする。

カ　各様式の提出枚数が複数枚の場合には，様式の右肩に通し番号を入れること。

キ　図面以外の提出書類については，A4サイズが指定されているものについては，縦使い横書きにて作成し，左綴じすること。また，A3サイズが指定されているものについては，A3横使い横書きにて作成し，左綴じし，A4サイズに折込み、A4サイズで提出すること。両面印刷は行わないこと。

ク　図面については、図面以外の提案書とは別綴じとし、A1サイズ（正本，1部）については，A1横使い横書きにて作成し，A4サイズに折り込んで，左綴じし，A4サイズで提出すること。A3サイズ（副本，25部）については，A3横使い横書きにて作成し，左綴じし，A3サイズで提出すること。両面印刷は行わないこと。

ケ　入札提案書に記載する金額の単位が千円の場合については,四捨五入による端数処理を行うこと。

コ　様式において（※）で記載された事項は，作成にあたっての注記事項であるため，提案書の提出の際には削除して提出すること。

(2) 一般競争入札参加資格確認申請書等

ア　それぞれ本書及び様式の指示に従って，記入すること。

イ　一般競争入札参加資格確認申請書においては，代表企業及び構成員のみを記載することとし，いずれの様式も協力企業については，記載しないこと。

ウ　代表企業の代表者氏名については，契約権限のある代表者氏名とすること。企業の代表者から契約権限の委任を受けて，その委任状を京都市理財局財務部調度課へ提出している場合は，その受任者を代表して記載しても構わない。

エ　資格審査に関する提出書類の提出部数は，様式3及び様式4については，各1部とし，様式5から様式14までについては，2部（正本1部，副本1部）とする。添付書類も同様とする。

(3) 提案書

ア　それぞれ本書及び様式の指示に従って，記入すること。

イ　提案書は，様式21を表紙として26部（正本1部，副本25部）提出すること。

ウ　提案書（様式22から様式37）については，各書類の右下等所定の欄に，京都市教育委員会指導部音楽高校改革推進・建設室から送付された入札参加資格審査通知書に表記の番号を記入すること。

なお，提案内容記入欄に会社名等を記載することは構わないが，欄外の場所に，ロゴ，住所，会社名，氏名等の会社名等が分かる表示は付さないこと。

(4) 提案書附属書類

ア　提案書附属書類は，提案書とは別綴じとし，様式38を表紙として26部（正本1部，副本25部）提出すること。

イ　提案書附属書類（様式38から様式55）については，各書類の右下等所定の欄に，京都市教育委員会指導部音楽高校改革推進・建設室から送付された入札参加資格審査通知書に表記の番号を記入すること。なお，提案内容記入欄に会社名等を記載することは構わないが，欄外の場所に，ロゴ，住所，会社名，氏名等の会社名等が分かる表示は付さないこと。自由様式のものも同様に右下に欄を設け，京都市教育委員会指導部音楽高校改革推進・建設室から送付された入札参加資格審査通知書に表記の番号を記入すること。

ウ　その他以下の指示に従うこと。

(5) 事業計画書作成の留意事項

ア　入札説明書「別紙　入札価格の算定方法について」を踏まえ，各年のサービスの対価を算出すること。
イ　施設整備費相当に係るサービス購入費のうちの割賦手数料に係る基準金利は，平成19年1月22日(月)の午前10 時現在の東京スワップ・レファレンス・レート（Ｔ.Ｓ.Ｒ）としてテレレート17143ページに表示されている6ヶ月ＬＩＢＯＲベース15 年物（円／円）金利スワップレートとすること。また，基準金利の決定日と割賦手数料の支払開始日とが相違していることに充分留意の上，入札価格を決定すること。

なお，金利は事業期間中一定と仮定し，「入札説明書別紙　入札価格の算定方法について」に従って積算すること。

ウ　 長期収支計画表，キャッシュフロー計画表，サービス対価の支払い予定表は，その他の様式における関連の数値と整合が図られていること。

(6) 設計計画書作成の留意事項

ア　A3横使い横書きにて作成する。各図は右下に提案受付番号を付すこと。
イ　その他図面は，次の指示に従って作成すること。

	提出書類
	作成上の留意事項

	配置図 
	・縮尺1/250(A1版)，1/500(A3版)で作成すること。
・グラウンドを含めた敷地全体について作成すること。

	各階平面図，屋根伏図
	・縮尺1/200(A1版)，1/400(A3版)で作成すること。
・主なスパンの寸法を表示し，家具等を適宜記入すること(本事業に含む家具等は実線表示，それ以外は破線表示とする)。

・各階別に原則1枚の用紙に作図し，面積表を添付すること

	立面図
	・縮尺1/200(A1版)，1/400(A3版)で作成すること。
・各面について作成し，着色等による分かりやすい表現とすること。

・主な使用材料を表記すること。

	断面図
	・縮尺1/200(A1版)，1/400(A3版)で作成すること。
・最高高さ，軒高，階高，天井高，地盤面等が理解できる表現とする。主要室については，必ず1面以上作成すること。

	外観透視図
	・A3版着色図を5枚作成し，内２枚を全体鳥瞰図，3枚を見上げ図とすること。
・全体鳥瞰図2枚は，概ね南方向，北方向からの鳥瞰とすること。

・見上げ図の内2枚は，それぞれ御池通側，押小路側からの見上げとし，周辺建物の記入等により景観形成の意図の表現に留意すること。見上げ図の1枚は，二条城方面からの景観シミュレーションを目的とし，二条城東大手門前から敷地方向を撮った写真に透視図を合成したフォトモンタージュとすること。

・A1版はA3版を拡大したものを使用してよい。

	内観透視図
	・音楽ホール内観着色図をA3版で１枚作成すること。
・A1版はA3版を拡大したものを使用してよい。

	設備系統図
	・A3版，縮尺自由とする。
・各設備のシステム系統について分かるような表現とすること。


(7) 工事計画書作成の留意事項

各様式の指示に従って作成すること。

(8) 審査項目と様式の対応関係

審査項目と提案書等との関係は，次に示すとおりである。

なお，次の内容は，基本的な考え方であり，各審査項目の審査においては，必要に応じて，記載以外の様式，添付資料等を参考とすることに留意すること。

	審査項目
	提案書
	添付資料
	附属資料

	ア　事業計画に関する提案書
	
	

	(ｱ) 事業理念及び基本的な考え方
	□様式22
	－
	□様式38～41

	(ｲ) 業務実施体制
	□様式23
	－
	□様式38～41

	(ｳ) リスク対応の確実性
	□様式24
	□リスク分担表
	□様式38～41

	(ｴ) 事業収支計画及び資金計画の妥当性
	□様式25
	□金融機関

　関心表明書等
	□様式38～41
□様式42～45

	(ｵ) 事業計画及びスケジュールの確実性
	□様式26
	－
	□様式38～41
□様式53～55

	イ　施設整備に関する提案書
	
	

	(ｱ) 機能性(快適性)への配慮
	□様式27
	－
	□様式46～52
□各図面

	(ｲ) 周辺環境への配慮
	□様式28
	－
	□様式46～52
□各図面

□様式53，54

	(ｳ) 景観形成への配慮
	□様式29
	－
	□様式46～52
□各図面

	(ｴ) 安心・安全への配慮
	□様式30
	－
	□様式46～52
□各図面

□様式53，54

	(ｵ) 施設関係者への配慮
	□様式31
	－
	□様式46～52
□各図面

	(ｶ) 室内環境への配慮
	□様式32
	－
	□様式46～52
□各図面

	(ｷ) 地球環境への配慮
	□様式33
	－
	□様式46～52
□各図面

□様式53，54

	ウ　施設維持管理に関する提案書
	
	

	(ｱ) 機能及び性能等の確保への配慮
	□様式34
	－
	－

	(ｲ) 安心，安全及び快適な利用への配慮
	□様式35
	－
	－

	(ｳ) 防災性能，防火及び防犯への配慮
	□様式36
	－
	－

	(ｴ) 省資源化及び省エネルギー化への配慮
	□様式37
	－
	－


４　第一次審査に関する提案書類

様式集

（様式1）

入札説明会　参加申込書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

「京都市立音楽高等学校移転整備事業」に係る入札説明会に参加します。

	会社名
	

	会社所在地
	

	所属・役職
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	ファックス番号
	

	メールアドレス
	

	参加人数
	
	


　※各企業単位で提出すること。

　　なお，担当者氏名等は，代表となる1名の方のみを記入すること。

（様式2）

入札説明書等に関する質問書

平成　　年　　月　　日
（あて先）　京都市長

　「京都市立音楽高等学校移転整備事業」に関する入札説明書等について，質問事項がありますので，提出します。

	質問者
	会社名
	

	
	会社所在地
	

	
	所属・役職
	

	
	担当者氏名
	

	
	電話番号
	

	
	ファックス番号
	

	
	メールアドレス
	

	項　目
	資料名
	（記入例：入札説明書（別紙含む）／要求水準書／落札者決定基準／契約書（案）／その他）

	
	ページ
	（記入例）　p6／p6，p8／p18-20　・・・半角英数文字で記入

	
	項目
	（記入例）　Ⅰ　2．(3) ア　・・・半角英数文字で記入

	内　容
	


　※質問１件ごとに本様式１通を使用すること。（複数の質問がある場合はシートをコピー

　　すること。）
　※質問の内容の他，質問の意図・背景についても可能な限り記載すること。

　※文章はできるだけ，簡潔なものとすること。

　※本様式については，Microsoft Excel形式にて提出すること。

（様式3）

参加表明書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

（グループ名）

（代表企業）

所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　平成18年11月24日付けで入札公告のありました「京都市立音楽高等学校移転整備事業」に係る一般競争入札に以下の代表企業，構成企業により参加することを表明します。

【代表企業】
	番号
	代表企業の役割
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	１
	
	
	
	


【構成企業】

	番号
	構成企業の役割
	商号又は名称
	所在地
	代表者氏名

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	


　※構成企業の記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。その際，必ず通し番号を付すこと。

　※担当する役割（「設計業務に当たる者」，「工事監理業務に当たる者」，「建設業務に当たる者」，「維持管理業務に当たる者」）をすべて記入すること。
　※本様式に準じて１枚に何社並列しても良いが，必ず表の左欄に通し番号を付けること。なお，１枚に収まらない場合は，本様式に準じて追加作成すること。
（様式4）

委　任　状
（あて先）　京都市長
平成　　年　　月　　日
	構成企業
（委任者）
	所　在　地　
商号又は名称　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


　私は，平成18年11月24日付けで入札公告のありました「京都市立音楽高等学校移転整備事業」に係る入札に関して，下記のものに，下記記載の権限を委任しました。
	代表企業
（受任者）
	所　在　地　
商号又は名称　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	委任事項
	入札への参加表明に関する件
入札への参加資格確認申請に関する件
入札辞退に関する件
入札及び提案に関する件
復代理人の選任並びに解任に関する件
特別目的会社の設立までの契約に関する件


※入札参加者が１つの構成企業であるときは，本状の作成及び提出の必要はない。
（様式5）

入札参加資格に関する提出書類（表紙）
平成　　年　　月　　日
	グループ名
	

	代表企業名
	


（様式6）
一般競争入札参加資格確認申請書　兼　誓約書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

（グループ名）

（代表企業）

所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　平成18年11月24日付けで入札公告のありました「京都市立音楽高等学校移転整備事業」に係る一般競争入札参加資格について確認されたく，別添書類に示す書類を添えて申請します。

　なお，入札公告及び入札説明書で定められた入札参加資格要件（入札参加者全体構成に係るもの，入札参加者の代表企業，構成企業の入札参加資格要件に係るもの，及び入札参加者の代表企業，構成企業に係る制限に係るもの等）を満たしていること，並びにこの申請書及び別添書類，関係書類のすべての記載事項について，事実と相違ないことを誓約します。

【添付書類】　本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□代表企業，構成企業の一般競争入札参加資格があることの証明書の写し
　□代表企業，構成企業の商業登記簿謄本の写し
　□代表企業，構成企業の決算書（過去2年分）の写し
（様式6 別添）
添付書類一覧

	添付書類名
	チェック欄

	各参加企業の参加資格に関する添付書類確認書類
	

	
	◆すべての企業について

	
	　代表企業，構成企業の一般競争入札参加資格があることの証明書の写し
	□

	
	　代表企業，構成企業の商業登記簿謄本の写し
	□

	
	　代表企業，構成企業の決算書（過去2年分）の写し
	□

	
	◆設計業務の役割を担う企業についての添付書類

	
	　一級建築士事務所登録通知書の写し
	□

	
	◆工事監理業務の役割を担う企業についての添付書類

	
	　一級建築士事務所登録通知書の写し
	□

	
	◆建設業務の役割を担う企業についての添付書類

	
	　特定建設業の許可証の写し
	□

	
	　直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書

（入札日において有効なものに限る）の写し
	□

	
	◆施設維持業務の役割を担う企業についての添付書類
	

	
	警備業法に係る認定書の写し
	□

	
	建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の2第1項に係る登録証明書の写し
	□

	資格実績に関する添付書類

	
	◆音楽ホール等の設計実績についての添付書類

	
	　契約書の写し
	□

	
	　設計図書等建物の概要が分かる書類
	□

	
	◆学校の設計実績についての添付書類

	
	　契約書の写し
	□

	
	　設計図書等建物の概要が分かる書類
	□

	
	◆建設業務の実績についての添付書類

	
	　契約書の写し
	□

	
	　設計図書等建物の概要が分かる書類
	□

	
	◆維持管理業務についての添付書類

	
	　契約書の写し
	□

	
	　仕様書等建物・設備の概要が分かる書類
	□

	
	◆設計資格者についての添付書類

	
	　資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写し
	□

	
	◆建築工事に係る監理技術者についての添付書類

	
	資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写し
	□

	
	◆維持管理技術者についての添付書類

	
	資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写し
	□


（様式7）

入札参加者の代表企業，構成企業一覧表

平成　　年　　月　　日

	代表企業
	商号又は名称
所在地

代表者氏名

	
	担当者氏名
担当者所属・役職

電話　　　　　　　　　　　　　　／FAX

メールアドレス

	
	＜本事業における役割(設計・建設・工事監理・維持管理・その他)＞
※会社の概要を簡潔に記載した後，本事業における役割について○で囲み，その内容を記載してください。

※なお，一つの業務を複数の企業で分担する場合は，分担する業務の内容についても記載してください。以下同様とします。

	構成企業
	商号又は名称
所在地

代表者氏名

	
	担当者氏名
担当者所属・役職

電話　　　　　　　　　　　　　　／FAX

メールアドレス

	
	＜本事業における役割(設計・建設・工事監理・維持管理・その他)＞



　※構成企業の記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。

＜設計業務に当たる企業＞

　□一級建築士事務所登録通知書の写し

＜工事監理業務＞
　□一級建築士事務所登録通知書の写し

＜建設業務に当たる企業＞
　□特定建設業の許可証の写し

　□直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（入札日において有効なもの

　　に限る）の写し
＜施設維持管理業務に当たる企業＞
　□警備業法に係る認定書の写し

　□建築物における衛生的環境の確保に関する法律第12条の2第1項に係る登録証明書の写し

（様式8）

設計業務実績調書（音楽ホール等）

平成　　年　　月　　日

	実績を保有する企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成企業の別
	代表企業 ・ 構成企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	設計業務名称等
	施設名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工事完成時期
	

	設計概要等
	建築物の用途
	

	
	構造
	

	
	高さ
	

	
	固定席の席数
	


　※「平成3年度以降に完成済みで固定席300席以上の音楽ホール等の設計を元請として受

　　けた実績」を1件のみ記載すること。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□契約書の写し
　□設計図書等建物の概要が分かる書類
（様式9）

設計業務実績調書 (学校）

平成　　年　　月　　日

	実績を保有する企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成企業の別
	代表企業 ・ 構成企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	設計業務名称等
	施設名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工事完成時期
	

	設計概要等
	建築物の用途
	

	
	構造
	

	
	高さ
	

	
	延床面積
	


　※「平成8年度以降に完成済みで延床面積6,000㎡以上の学校施設の実施設計を元請とし

　　て受けた実績」を1件のみ記載すること。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□契約書の写し
　□設計図書等建物の概要が分かる書類
（様式10）

建設業務実績調書

平成　　年　　月　　日

	実績を保有する企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成企業の別
	代表企業 ・ 構成企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	建設業務名称等
	施設名
	

	
	発注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	工事完成時期
	

	建設概要等
	建築物の用途
	

	
	構造
	

	
	高さ
	

	
	延床面積
	


　※「平成8年度以降に完成済みで延床面積6,000㎡以上の鉄筋コンクリート造の建築物を

　　単独又は共同体の構成員（いずれも元請）として施工した実績」を1件のみ記載するこ

　　と。ただし，共同企業体の構成員としての実績は，出資比率20%以上で，自社の監理技術者を工事現場に専任で配置した場合に限る。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□契約書の写し
　□設計図書等建物の概要が分かる書類
（様式11）

維持管理実績調書

平成　　年　　月　　日

	実績を保有する企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成企業の別
	代表企業 ・ 構成企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	維持管理施設の概要
	施設名
	

	
	施設の所在地
	

	
	構造
	

	
	延床面積
	

	
	施設の用途
	

	維持管理業務の内容
	業務名称
	

	
	業務の発注者名
	

	
	業務の場所
	

	
	業務の期間
	

	
	維持管理の
内容
	


※「平成8年度以降に延べ床面積6,000㎡以上の建築物の維持管理業務の実績を有していること。」を1件のみ記載すること。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□契約書の写し
　□仕様書等建物の概要が分かる書類
（様式12）

設計資格者配置予定調書

平成　　年　　月　　日

	配置予定の設計資格者の氏名
	

	担当する役割
	
	実務経験年数
	

	所有する資格
	

	複数の設計資格者を配置する場合の，上記の者の分担業務
	

	上記の者を雇用する企業名，並びに雇用期間
	雇用開始年月　　　　年　　　月から（計　　　　年　　　箇月）

	上記企業の代表企業又は構成員の別
	代表企業 ・ 構成員  (いずれかを○で囲むこと)

	設計業務経験の内容
	業務の名称
	

	
	業務の発注者名
	

	
	業務の受注者名
	

	
	施設の所在地
	

	
	設計期間
	

	
	建築物の用途
	

	
	対象面積
	


※記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写し

（様式13）

建築工事に係る監理技術者配置予定調書

平成　　年　　月　　日

	配置予定の監理技術者の氏名
	

	担当する役割
	
	実務経験年数
	

	所有する資格
	

	複数の監理技術者を配置する場合の，上記の者の分担業務
	

	上記の者を雇用する企業名，並びに雇用期間
	雇用開始年月　　　　年　　　月から（計　　　　年　　　箇月）

	上記企業の代表企業又は構成員の別
	代表企業 ・ 構成員  (いずれかを○で囲むこと)

	建設業務経験の内容
	工事の名称
	

	
	工事の発注者名
	

	
	工事の受注者名
	

	
	施工場所
	

	
	施工期間
	

	
	建築物の用途
	

	
	対象面積
	


※記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写し

（様式14）

維持管理技術者配置予定調書

平成　　年　　月　　日

	配置予定の維持管理技術者の氏名
	

	担当する役割
	
	実務経験年数
	

	所有する資格
	

	複数の維持管理技術者を配置する場合の，上記の者の分担業務
	

	上記の者を雇用する企業名
	

	上記企業について，代表企業又は構成企業の別
	代表企業 ・ 構成企業  (いずれかを○で囲むこと)

	維持管理業務経験の内容
	業務名称
	

	
	業務の発注者名
	

	
	業務の受注者名
	

	
	業務の場所
	

	
	業務の期間
	

	
	対象施設の用途
	

	
	対象施設の述べ床面積
	


※記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

【添付書類】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。
　□資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写し
（様式15）
入札参加資格がないと認めた理由の説明要求書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

入札参加者の商号又は名称

（代表企業）

所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　「京都市立音楽高等学校移転整備事業」において入札参加資格がないと認められた理由についての説明を求めます。

５　第二次審査に関する提案書類　様式集

（様式16）

入札提案書類提出届

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

（グループ名）

（代表企業）

所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　「京都市立音楽高等学校移転整備事業」の「入札説明書等」に基づき，下記のとおり入札提案書類を提出します。

　なお，提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

記

（提出書類名及び部数を記載すること。）

（様式17）

入札書

平成　　年　　月　　日

京都市長　　　　　　　　　　　　　様

（代表企業）

所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（上記代理人）

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　京都市契約規則及び京都市建設工事請負等競争入札参加者心得に従い，「京都市立音楽高等

学校移転整備事業　入札説明書等」を熟知したので，入札します。

記

１　件　　名　　京都市立音楽高等学校移転整備事業

	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


２　入札金額　

３　入札保証金　　免除

　※金額は算用数字で記入し，頭部に￥を付記すること。

　※代理人による入札の場合の印は代理人印のみでよいこと。

　※落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に，当該金額の１００分の５に相当す

　　る額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨て

　　た金額）をもって落札価格とするので，入札者は，消費税に係る課税事業者であるか免

　　税事業者であるかを問わず，見積もった契約希望金額から割賦手数料相当額を控除した

　　金額の１０５分の１００に相当する金額に割賦手数料相当額を加算した金額を入札書に

　　記載すること。

　※入札価格は，物価変動を除いた額とすること。

（様式18）

入札（契約予定）金額内訳書

	項　目
	税抜金額
（円）
	税込金額

	
	
	金額

（円）
	（うち

消費税）

	契約金額のうち
施設整備費相当に係るサービス対価
	建設
工事費
	直接工事費
	
	
	

	
	
	諸経費
	
	
	

	
	工事監理費
	
	
	

	
	各種調査・対策費
	
	
	

	
	各種手続・申請費
	
	
	

	
	設計費（基本設計，実施設計）
	
	
	

	
	PFI事業者の開業に伴う諸費用
	
	
	

	
	建中金利
	
	
	

	
	ファイナンス組成費
	
	
	

	
	保険料
	
	
	

	
	（その他費用）
	
	
	

	
	施設整備費相当額（①）
	
	
	

	
	割賦手数料（③）
	
	
	

	
	
	施設整備費相当額（①）
	
	
	

	
	
	一括支払分（②＝①×2/3）
	
	
	

	
	
	割賦元本（①‐②）
	
	
	

	
	
	割賦手数料（③）
	基準金利
	％
	
	
	

	
	
	
	スプレッド
	％
	
	
	

	
	施設整備費相当に係るサービス対価（①＋③）
	
	
	

	契約金額のうち
維持管理費相当に係るサービス対価
	建物物保守管理費
	
	
	

	
	建築設備保守管理費
	
	
	

	
	外構施設保守管理費
	
	
	

	
	清掃費
	
	
	

	
	保安警備費
	
	
	

	
	環境衛生管理費
	
	
	

	
	植栽及び緑地管理業務
	
	
	

	
	各施設の光熱水費の計量及び使用料の徴収費
	
	
	

	
	舞台機構及び舞台保守管理費
	
	
	

	
	新校舎等の楽器保管庫，ギャラリーの収蔵庫等の温度及び湿度管理費
	
	
	

	
	その他施設の維持管理業務を行ううえで必要とされる業務の費用
	
	
	

	
	公租公課
	
	
	

	
	保険料
	
	
	

	
	特別目的会社の利益及び運営費
	
	
	

	
	（その他費用）
	
	
	

	
	維持管理費相当に係るサービス対価
	
	
	

	合  計
	
	
	


　※　その他の入札提出書類との整合をとること。

　※　その他費用がある場合には，適宜，欄を追加し内訳を示すこと。
　

【添付書類】

　　　本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。なお，各添付資料ともA4，枚

　　数制限なし，様式は自由とする。
　　　□設計費内訳書
　　　□工事監理費内訳書
　　　□建設工事費内訳書
　　　□施設維持管理費内訳書
（様式19）
要求水準に関する誓約書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

（グループ名）

（代表企業）

所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　平成18年11月24日付けで入札公告のありました「京都市立音楽高等学校移転整備事業」の入札に対する本入札提出書類の一式は，「入札説明書等」に規定された水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

（様式20）

入札辞退書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長　

　平成18年11月24日付けで入札公告のありました「京都市立音楽高等学校移転整備事業」に関する参加表明書及び一般競争入札参加資格確認申請書を提出しましたが，都合により入札を辞退します。

（グループ名）

（代表企業）

所在地

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
（様式21）
京都市立音楽高等学校移転整備事業入札提案提出図書（表紙）

平成　　年　　月　　日
	グループ名
	

	代表企業名
	

	提案受付番号
	


　※入札提案に係るすべての書類のページ右下に，京都市から送付された一般競争入札参加

　　資格確認通知書に記入されている受付番号を付すこと。

（様式22）

	事業理念及び基本的な考え方

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「事業理念及び基本的な考え方」について，審査のポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・事業に対する理念，整備意義，活用方針への理解

　　・本事業において求められるPFI事業者の役割




（様式23）
	業務実施体制

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「業務実施体制」について，審査のポイ

　　ントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・業務実施体制

　　・業務遂行方法

　　・品質確保，改善の仕組み




（様式24）

	リスク対応の確実性

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「リスク対応の確実性」について，審査

　　のポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　・事業者リスクの想定と具体的な対応策

　・リスク分担の考え方

　・予期せぬ事態への対応策

　・付保する保険（保険契約者，保険の対象，保険期間，補償額，補償する損害の内容，保険会社等を記入すること）

　

【添付資料】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。

　　・リスク分担表（SPC，代表企業，構成員等が負担するリスク，保険付保等を明示する

　　　こと。）




（様式25）

	事業収支計画及び資金計画の妥当性

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「事業収支計画及び資金計画の妥当性」について，審査のポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・資金調達に関する考え方

　　・長期運営における確実な資金確保の方策

　【添付資料】本様式の添付資料として，以下の書類を添付すること。

　　・本事業に融資を行う金融機関からの関心表明書等




（様式26）

	事業計画及びスケジュールの確実性

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「事業計画及びスケジュールの確実性」について，審査のポイントを参考に特に提案したい点を２枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・事業期間全体に係る事業スケジュール及び具体的内容

　　・供用開始時期までの具体的な計画



（様式27）

	機能性（快適性）への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「機能性（快適性）への配慮」について，

　　審査のポイントを参考に特に提案したい点を８枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・配置計画の方針
　　・各機能のゾーニング，及び動線計画の方針

　　・音楽ホールについての機能性(特に音響機能，舞台機能)についての方針
　　・各施設の基本性能



（様式28）

	周辺環境への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「周辺環境への配慮」について，審査の

　　ポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・周辺の居住環境への影響緩和に関する具体的方針



（様式29）

	景観形成への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「景観形成への配慮」について，審査の

　　ポイントを参考に特に提案したい点を４枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・美観地区内における公共建築としての景観形成方針
　　・地域特性，周辺の街並み，沿道景観に対する具体的配慮事項
　　・使用材料，色彩等を含む具体的なデザイン方針


（様式30）

	安全，安心への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「安全，安心への配慮」について，審査

　　のポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・安全，安心に関する具体的配慮事項

　　・複合施設としてセキュリティを確保するための具体的方針

　　・建物の耐久性に関する考え方
　　・耐震安全性を担保するための具体的方針



（様式31）

	施設関係者への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「施設関係者への配慮」について，審査

　　のポイントを参考に特に提案したい点を２枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・「地元施設のあり方に関する提案書」(資料13)に関する具体的配慮事項

　　・ワークショップの実施に関する考え方


（様式32）

	室内環境への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「室内環境への配慮」について，審査の

　　ポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入すること。なお，

　　審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案事項も評

　　価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・室内環境への配慮に関する具体的方針




（様式33）

	地球環境(環境共生)への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「地球環境(環境共生)への配慮」につい

　　て，審査のポイントを参考に特に提案したい点を２枚以内で簡潔にまとめ，記入するこ

　　と。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・地球温暖化防止に関する「京都議定書」の主旨に則ったLCCO2の削減に関する具体的

　　　方針




（様式34）

	機能及び性能等の確保への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「機能及び性能等の確保への配慮」につ

　　いて，審査のポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入する

　　こと。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・機能及び性能等の確保に関する具体的方針，及びそれを確実にする体制


（様式35）

	安心，安全及び快適な利用への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「安心，安全及び快適な利用への配慮」

　　について，審査のポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，記入

　　すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・安心，安全及び快適な利用への配慮に関する具体的方針，及びそれを確実にする体制


（様式36）

	防災性能，防火及び防犯への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「防災性能，防火及び防犯への配慮」に

　　ついて，審査のポイントを参考に特に提案したい点を２枚以内で簡潔にまとめ，記入す

　　ること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・防災性能，防火及び防犯への配慮に関する具体的方針，及びそれを確実にする体制


（様式37）

	省資源化及び省エネルギー化への配慮

	　※　主に，落札者決定基準に記載した審査項目の「省資源化及び省エネルギー化への配

　　慮」について，審査のポイントを参考に特に提案したい点を３枚以内で簡潔にまとめ，

　　記入すること。

　　　なお，審査のポイントは例示であり，審査に当たっては，本項目に関連する他の提案

　　事項も評価する場合があることに留意すること。
　※　本様式の記入に際しては，少なくとも以下の内容を明らかにすること。

　　・省資源化及び省エネルギー化への配慮に関する具体的方針，及びそれを確実にする体

　　　制


（様式38）

京都市立音楽高等学校移転整備事業入札提案書附属資料（表紙）
平成　　年　月　日

□　事業計画説明書関連
□　設計計画説明書関連
□　工事計画説明書関連
	グループ名
	

	代表企業名
	

	提案受付番号
	


　※　入札提案に係るすべての書類のページ右下に，京都市から送付された一般競争入札参

　　加資格確認通知書に記入されている受付番号を付すこと。
　※　事業計画書関連様式，設計計画書関連様式，工事計画書関連様式は，それぞれ本様式

　　を表紙として，提案書とは別綴じで提出すること。その際，チェック欄（□）に印をつ

　　けること。

（様式39）

	事業計画説明書　＜事業実施体制（1）　事業スキーム図＞

	　※　本様式の記入に際しては，以下の内容を明らかにすること。
　　・本事業の事業スキーム図を記載すること。
　　・市，代表企業，構成員，金融機関等の関係性がわかるように記載すること。
　　・SPCへの全出資者の具体名及びそれぞれの出資比率がわかるように記載すること。
· 本様式の枚数は１枚とする。


（様式40）
	事業計画説明書　＜事業実施体制（2）　代表企業・構成企業役割分担表＞

	　※　入札参加者の代表企業・各構成企業の役割について，以下のとおり記入すること。

※　本様式の枚数は適宜とする。


　※　ＳＰＣに出資するすべての企業名及び出資比率を記載すること。

（様式41）

	事業計画説明書　＜事業実施体制（3）　PFI事業者設立計画書＞

	　※　本様式の記入に際しては，以下の内容を明らかにすること。
　　・ＰＦＩ事業者（SPC）の出資構成，職員構成などの組織概要を記入すること。
※　本様式の枚数は１枚とする。



（様式42）

資金調達計画表


１　事業費の調達に関する考え方

　　自己資本と外部借入等の金額を，資金調達企業ごとの内訳もわかる形で記入すること。

	事業費総額
	百万円
	資金調達企業名
	
	
	

	
	
	自己資本
	百万円
	百万円
	百万円

	
	
	外部借入等
	百万円
	百万円
	百万円


２　外部借入等について

　　外部借入等について，その内訳，借入条件等を記入すること。

資金調達企業名〔　　　　　　　　　　　　　〕

	外部借入等


	百万円
	金融機関１（金融機関名）
	百万円

	
	
	借入条件
	
	関心表明書等
	有・無

	
	
	（借入時期，期間，金利，見直時期等）
	
	
	

	
	
	金融機関２（金融機関名）
	百万円

	
	
	借入条件
	
	関心表明書等
	有・無

	
	
	（借入時期，期間，金利，見直時期等）
	
	
	

	
	
	その他社債等（資金供給者名）
	百万円

	
	
	発行条件
	
	関心表明書等
	有・無

	
	
	（発行時期，償還年限，表面利率等）
	
	
	


※１　資金調達企業ごとの内訳がわかる形で示し，現在検討している金融機関等（社債においては受託会社等を含む。）の名称，社債内

容等を具体的に記入すること。

 ※２　必要に応じて，本様式の枚数を増やして記入すること。





（様式43）

	長期収支計画表

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。





（様式44）

	キャッシュフロー計画表

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。





（様式45）

	サービス対価の支払い予定表

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。





（様式46）

	設計の実施方針

	　※　設計業務を行うための組織体制や設計上の配慮事項等について，２枚以内で簡潔に記述す

　　ること。



（様式47）

	設計概要

	１　一般事項

	
	
	計

	構造・階数
	
	

	建築面積
（建ぺい率）
	
	　　　　　㎡
（　　　　％）

	延床面積
（容積率）
	
	　　　　　㎡
（　　　　％）

	建物高さ
（最高の軒高さ）
	
	

	付帯施設の種類・
規模等
	・駐車場又は駐車スペース
・駐輪場

・屋外施設

・緑地面積

・その他
	

	２　構造概要

	
	
	備考

	架構形式
	
	

	屋根構造
	
	

	一般床構造
	
	

	基礎形式
	
	

	耐震性能
	
	


（様式48）

	電気設備概要

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。




（様式49）

	機械設備概要

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。




（様式50）

	面積表

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。




（様式51）

	外部仕上表

	１　建物本体
	備　考

	部　位
	屋　根
	
	

	
	軒天井
	
	

	
	外　壁
	
	

	
	外部床
	
	

	
	その他
	
	

	２　その他施設
	（屋外付帯施設,駐輪場,駐車場など）
	備　考

	
	
	


（様式52）

	内部仕上表

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。


（様式53）

	工事の実施方針

	　※　工事を行うための組織体制や安全性及び品質確保に関する実施方針について，３枚以内で簡潔に記述すること。



（様式54）

	工事に関する提案書（建設における環境への配慮）

	　※　下記テーマについて，以下の視点からその考え方を２枚以内で簡潔に記述すること。
　　・工事中における環境負荷低減の取り組み

　　・騒音低減，振動対策及び電波障害対策等,周辺環境への配慮

　　・事故防止対策等,周辺地域への安全対策への配慮


(様式55)

	工事工程表

	　※　Microsoft Excelで作成して，提出すること。

　　・契約締結後から施設の供用開始までの工程


（代表企業）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
 出資：


 （記入内容 ⇒ 出資の有無，出資割合）


 その他の資金支援：


 （記入内容 ⇒ 増資の予定等）


 グループ内での業務の役割：


 （記入内容 ⇒ 交渉窓口，PFI事業者の税務・会計・決算事務等の業務内容等）


 グループ内で負担するリスク：


 （記入内容 ⇒ 契約リスク，不可抗力リスク等のリスクの種類等）


 負担するリスクへの対応の考え方：


 （記入内容 ⇒ 保険の付保，予備費等にて対応予定などリスク回避の考え方等）�
�



（構成企業A）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記入してください。�
�



（構成企業B）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記入してください。�
�
　※　記入欄は適宜追加のうえ，記入すること。





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：





提案受付番号：











提案受付番号：





（例）事業所要資金を6箇月LIBOR+○%程度の変動金利で調達予定（様式○参照）。


　　　同資金に係る金利をSWAPで〔●〕年もの固定金利に変換予定


　　　変換後の金利は年△%（＝〔●〕年物SWAPレート+□bp）を見込んでおり，


　　　金利は，この調達コストに■bpのスプレッドを載せた金利を希望。


　　　スプレッドは□bp+■bp＝50bp（＝0.5%）





%





３　上記以外の資金調達手法


　　　上記以外に資金調達手法として検討している手法があれば具体的に記入すること。


　




















　４　金利変動に伴うサービス対価の改定


サービスの対価の算定根拠となる15年物（円－円）金利スワップレート（基準金利）に上乗せするスプレッドを記入すること。また，基準金利の決定日と割賦金利の支払開始日とが相違していることに十分留意のうえ，スプレッドを提案すること。





上乗せするスプレッド　





　　②　上記スプレッドの算出根拠を記入すること
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